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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 鉃鋼ビルディング 

お問い合わせ窓口 

東京海上アセットマネジメント サービスデスク 0120-712-016 

※土日祝日・年末年始を除く９時～17時 

http://www.tokiomarineam.co.jp/ 

 

 

 

 

 

東京海上Rogge
ロ ゲ ー

 
グローバルインフラ・ 
ハイイールド債ファンド 

(為替ヘッジあり)（毎月決算型) 
 

運用報告書（全体版） 
 

第35期（決算日 2018年１月15日） 
第36期（決算日 2018年２月13日） 
第37期（決算日 2018年３月13日） 
第38期（決算日 2018年４月13日） 
第39期（決算日 2018年５月14日） 
第40期（決算日 2018年６月13日） 

 

受益者のみなさまへ 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお

礼申し上げます。 

さて、「東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルイン

フラ・ハイイールド債ファンド（為替

ヘッジあり）（毎月決算型）」は、この

たび、第40期の決算を行いましたので、

第35期～第40期の運用状況をまとめて

ご報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜ります

よう、お願い申し上げます。 

 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 
追加型投信／内外／債券 
(課税上は株式投資信託として取扱われます。） 

信託期間 2015年１月20日から2024年12月13日 

運用方針 
信託財産の着実な成長と安定した収益の確保
をめざして運用を行います。 

主要投資 
対 象 

東京海上Rogge 
グローバルインフラ・ 
ハイイールド債ファンド 
(為替ヘッジあり) 
(毎月決算型) 

外国投資信託「東京海上グ
ローバル・トラスト－東京
海上Roggeグローバル・イン
フラストラクチャー・ハイ・
イールド・ボンド・ファン
ド（円ヘッジクラス）」およ
び親投資信託 ｢東京海上マ
ネーマザーファンド」を主
要投資対象とします。 

 

東京海上グローバル・トラスト－ 
東京海上Roggeグローバル・ 
インフラストラクチャー・ハイ・ 
イールド・ボンド・ファンド 
(円ヘッジクラス) 

世界（新興国を含みます｡) 
のインフラ関連企業が発行
するハイイールド債券（BB
格相当またはそれ以下の格
付けの債券）を主要投資対
象とします。 

 
東京海上 
マネーマザーファンド 

円建て短期公社債およびコ
マーシャル・ペーパーなど
を主要投資対象とします。 

投資制限 

東京海上Rogge 
グローバルインフラ・ 
ハイイールド債ファンド 
(為替ヘッジあり) 
(毎月決算型) 

・株式への直接投資は行い
ません。 

・外貨建資産への実質投資
割合には制限を設けま
せん。 

・投資信託証券への投資割
合には制限を設けません。 

 

東京海上グローバル・トラスト－ 
東京海上Roggeグローバル・ 
インフラストラクチャー・ハイ・ 
イールド・ボンド・ファンド 
(円ヘッジクラス) 

・原則として、純資産総額
の10％を超える借入れは
行わないものとします。 

・同一発行体への投資割合
は、原則として純資産総
額の10％以下とします。 

 
東京海上 
マネーマザーファンド 

・株式への投資は行いま
せん。 

・外貨建資産への投資は、
円貨で約定し円貨で決済
するもの（為替リスクの生
じないもの）に限ります。 

分配方針 

第１期決算時には、分配を行いません。第２期
以降の毎決算時に、原則として、経費控除後の
繰越分を含めた配当等収益および売買益（評価
益を含みます。）等から、基準価額の水準、市
況動向等を勘案して分配を行う方針です。ただ
し、分配対象額が少額の場合等には、収益分配
を行わないことがあります。 
収益の分配に充当せず、信託財産内に留保した
利益については、運用の基本方針に基づいて運
用を行います。  
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

 
原則、各表の数量、金額の単位未満は切り捨て、比率は四捨五入で表記していますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と一致し

ない場合があります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

また、－印は組み入れまたは売買がないことなどを示しています。  

 

○最近30期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ 百万円 
11期(2016年１月13日) 9,181 40 △0.4 0.0 99.0 2,310 
12期(2016年２月15日) 8,840 40 △3.3 0.0 98.4 2,089 
13期(2016年３月14日) 9,162 40 4.1 0.0 99.1 1,944 
14期(2016年４月13日) 9,188 40 0.7 0.0 98.7 1,786 
15期(2016年５月13日) 9,246 40 1.1 0.0 96.9 1,772 
16期(2016年６月13日) 9,304 40 1.1 0.0 98.7 1,735 
17期(2016年７月13日) 9,404 40 1.5 0.0 98.6 1,681 
18期(2016年８月15日) 9,461 40 1.0 0.0 98.6 1,604 
19期(2016年９月13日) 9,447 40 0.3 0.0 98.2 1,534 
20期(2016年10月13日) 9,428 40 0.2 0.0 101.0 1,326 
21期(2016年11月14日) 9,321 40 △0.7 0.0 98.3 1,196 
22期(2016年12月13日) 9,338 40 0.6 0.0 98.9 1,209 
23期(2017年１月13日) 9,367 40 0.7 0.0 98.1 1,177 
24期(2017年２月13日) 9,396 40 0.7 0.0 98.2 1,145 
25期(2017年３月13日) 9,332 40 △0.3 0.0 98.0 1,046 
26期(2017年４月13日) 9,389 40 1.0 0.0 98.2 1,031 
27期(2017年５月15日) 9,469 40 1.3 0.0 98.0 976 
28期(2017年６月13日) 9,514 40 0.9 0.1 98.2 820 
29期(2017年７月13日) 9,420 40 △0.6 0.1 98.4 744 
30期(2017年８月14日) 9,404 40 0.3 0.1 97.9 733 
31期(2017年９月13日) 9,427 40 0.7 0.1 96.3 722 
32期(2017年10月13日) 9,456 40 0.7 0.1 97.5 699 
33期(2017年11月13日) 9,355 40 △0.6 0.1 97.6 668 
34期(2017年12月13日) 9,302 40 △0.1 0.1 98.3 654 

35期(2018年１月15日) 9,300 40 0.4 0.0 98.3 649 
36期(2018年２月13日) 9,102 40 △1.7 0.1 98.5 620 
37期(2018年３月13日) 9,061 40 △0.0 0.1 98.4 624 
38期(2018年４月13日) 9,003 40 △0.2 0.1 98.5 613 
39期(2018年５月14日) 8,927 40 △0.4 0.1 98.5 604 
40期(2018年６月13日) 8,845 40 △0.5 0.1 98.3 544 

 
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 

 

当ファンドにベンチマークはなく、また当ファンドの運用方針に対して適切に比較できる指数もないため、ベンチマーク、参考指数を記載

していません。 



品 名：90049_635065_040_04_東京海上Roggeグローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（ヘッジあり／毎月）_728658.docx 

日 時：2018/7/31 13:05:00 

ページ：2 

 

－ 2 － 

東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

第35期 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2017年12月13日 9,302 － 0.1 98.3 

12月末 9,310 0.1 0.0 97.8 

(期  末)     

2018年１月15日 9,340 0.4 0.0 98.3 

第36期 

(期  首)     

2018年１月15日 9,300 － 0.0 98.3 

１月末 9,243 △0.6 0.0 98.8 

(期  末)     

2018年２月13日 9,142 △1.7 0.1 98.5 

第37期 

(期  首)     

2018年２月13日 9,102 － 0.1 98.5 

２月末 9,118 0.2 0.1 97.9 

(期  末)     

2018年３月13日 9,101 △0.0 0.1 98.4 

第38期 

(期  首)     

2018年３月13日 9,061 － 0.1 98.4 

３月末 8,995 △0.7 0.1 98.0 

(期  末)     

2018年４月13日 9,043 △0.2 0.1 98.5 

第39期 

(期  首)     

2018年４月13日 9,003 － 0.1 98.5 

４月末 8,982 △0.2 0.1 98.0 

(期  末)     

2018年５月14日 8,967 △0.4 0.1 98.5 

第40期 

(期  首)     

2018年５月14日 8,927 － 0.1 98.5 

５月末 8,874 △0.6 0.1 98.5 

(期  末)     

2018年６月13日 8,885 △0.5 0.1 98.3 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○運用経過 (2017年12月14日～2018年６月13日) 

■作成期間中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額は、作成期首（2017年12月13日）の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

 

◇基準価額の主な変動要因 
プラス要因 

・ハイイールド債券の利息収入 

 

マイナス要因 

・米国景気の改善や原油価格の上昇から米国などの主要国の中期債利回りが上昇（債券価格が下落）したこと 

・為替ヘッジのコスト 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

■投資環境 
【外国債券市場】 

米国中期債利回りは上昇しました。期初、米国での税制改革法案の成立や堅調な経済指標の発表から、米国中期債利回り

は上昇基調となりました。2018年２月中旬以降は、おおむね横ばいに推移しましたが、３月下旬になると、米中間の貿易摩

擦懸念が高まったことなどを背景に、米国中期債利回りは低下（債券価格は上昇）しました。４月以降は、原油価格の上昇

を背景に物価上昇観測が台頭したことなどから、米国中期債利回りは再び上昇基調となりました。５月下旬には、イタリア

の政局不安などから米国中期債利回りは低下しましたが、その後はイタリア政局の落ち着きなどから上昇に転じて、期を終

えました。 

ドイツ中期債利回りは小幅に上昇し、英国中期債利回りは上昇しました。 

グローバルのハイイールドスプレッドは、期を通じてはおおむね横ばいとなりました。期初から2018年１月末にかけては、

米国の税制改革法案成立などを背景に米国景気の拡大期待が高まったことから、スプレッドは縮小しました。その後は、米

国中期債利回りの上昇を嫌気した世界的な株式市場の急落などを背景に投資家のリスク回避姿勢が強まり、スプレッドは

拡大基調となりました。４月に入ると、米中間の貿易摩擦懸念の後退などからスプレッドは縮小しましたが、４月後半以降

は、米国中期債利回りの上昇やイタリアの政局不安などを背景にスプレッドは拡大しました。その後は、イタリア政局の落

ち着きなどからスプレッドは縮小しました。 

 

【ヘッジコスト動向】 

対円での為替ヘッジコストについては、世界的に金融引き締め観測が高まったことなどから、米ドルや英ポンドで上昇し

ました。一方、ユーロについては為替ヘッジプレミアムが低下しました。 

 

■ポートフォリオについて 
＜東京海上Roggeグローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型）＞ 

「東京海上グローバル・トラスト－東京海上Roggeグローバル・インフラストラクチャー・ハイ・イールド・ボンド・ファ

ンド（円ヘッジクラス）」（以下、外国投資信託証券）および「東京海上マネーマザーファンド」（以下、親投資信託）を主

要投資対象とし、外国投資信託証券の組入比率を高位に保ちました。 

当ファンドの基準価額（税引前分配金再投資）は、主に外国投資信託証券の値動きを反映し、2.4％下落しました。 

 

＜外国投資信託証券＞ 

主として、ボトムアップリサーチ（発行体分析）の下、私たちの日常生活や経済活動の基盤として必要不可欠なサービス

や設備を提供するインフラ関連企業が発行するハイイールド債券に投資し、債券の組入比率は、期を通じておおむね90％超

を維持しました。業種配分では、主として、公益セクター、通信セクター、エネルギーセクター、運輸セクターの銘柄に投

資しました。銘柄選択においては、デフォルト（債務不履行）する可能性が低く、安定的な利息収入の獲得を期待できると

考えた銘柄や、業績の改善などを背景に発行体の信用力が改善し、値上がりが期待できると考えた銘柄などを組み入れました。 

また、対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図りました。 

以上のような運用の結果、主要国の中期債利回りの上昇、為替ヘッジのコストなどにより、基準価額（分配金再投資）は

下落しました。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

【組入銘柄の概要（2018年５月末現在）】 

格付別構成比率 組入上位５カ国 

 
（注） ＋・－等の符号は省略して表示しています。 

（注） その他には、「無格付け」および「予備格付け」等を含みます。 

 

保有債券の通貨別構成比率 業種配分 

 
 

組入上位10銘柄 

 
（注） 格付別構成比率は保有債券の時価総額に占める割合です。 

格付はMoody's社、S&P社、Fitch社のうち、原則として上位の格付を集計、記載しています。 

（注） 組入上位５カ国、保有債券の通貨別構成比率、業種配分、組入上位10銘柄の比率は「東京海上グローバル・トラスト－東京海上Roggeグ

ローバル・インフラストラクチャー・ハイ・イールド・ボンド・ファンド」の純資産総額に占める割合です。 

（注） 国につきましてはBloomberg上のリスク所在国を表示しています。 

（注） 業種名は委託会社独自分類です。 

（注） 基準価額算定の基準で記載しています。 

 

＜親投資信託＞ 

元本の安全性と流動性を重視して政府保証債や地方債を中心とする円建て公社債に投資し、プラスの収益の確保に努め

ました。その結果、基準価額はおおむね横ばいで推移しました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けていません。 

また、当ファンドの運用方針に対して適切に比較できる参考指数もないため、記載する事項はありません。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

■分配金 
当ファンドの収益分配方針に基づき、基準価額の水準や市況動向などを勘案して、次表の通りとしました。なお、収益分

配に充てなかった収益については信託財産内に留保し、当ファンドの運用方針に基づいて運用を行います。 

 

◇分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

2017年12月14日～ 
2018年１月15日 

2018年１月16日～ 
2018年２月13日 

2018年２月14日～ 
2018年３月13日 

2018年３月14日～ 
2018年４月13日 

2018年４月14日～ 
2018年５月14日 

2018年５月15日～ 
2018年６月13日 

当期分配金 40  40  40  40  40  40  

(対基準価額比率) 0.428％ 0.438％ 0.440％ 0.442％ 0.446％ 0.450％ 

 当期の収益 34  35  35  30  35  35  

 当期の収益以外 5  4  4  10  4  5  

翌期繰越分配対象額 156  152  148  143  138  134  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

○今後の運用方針  

＜東京海上Roggeグローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型）＞ 

外国投資信託証券および親投資信託を投資対象とし、外国投資信託証券の組入比率を高位に維持します。 

 

＜外国投資信託証券＞ 

米国における堅調な雇用市場の維持や大規模な減税の実施、ECB（欧州中央銀行）の金融政策による企業の資金調達金利

の低下などを背景とした堅調なユーロ圏経済などから、世界経済は拡大基調を維持すると予想します。 

主要国の国債利回りは、世界経済の堅調な推移などが利回りの上昇要因になると考える一方、地政学的リスクの高まり

や、トランプ米政権の通商政策に対する懸念などが利回りの低下要因になると考えており、当面レンジ相場で推移すると予

想します。 

世界のハイイールド債市場は、企業業績が堅調に推移する見込みであることから、底堅い展開が続くと考えます。また、

トランプ米大統領がインフラ投資拡大の方針を示していることなどは、中長期的にインフラハイイールド債にプラスの影

響をもたらすと考えています。 

このような環境下、徹底した発行体分析により、安定的なキャッシュフローが期待でき、経営が安定していると考えるイ

ンフラ関連企業へ投資していきます。なお、エネルギーセクターについては、原油在庫の状況や米国シェールオイルの生産

状況を注視しつつ、石油パイプライン関連銘柄に加えて、財務状況が相対的に健全と考える銘柄を組み入れる方針です。 

また、運用方針に基づき、対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。 

 

＜親投資信託＞ 

国内の短期金利は、日銀が当面緩和的な政策を継続するとの見方から、マイナス水準にとどまると予想しています。 

このような環境下、政府保証債や地方債を中心とする円建て公社債およびコマーシャル・ペーパーを主要投資対象として

運用することにより、プラスの収益の確保もしくはマイナス幅を極力最小化するように努める方針です。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○１万口当たりの費用明細 (2017年12月14日～2018年６月13日) 

項 目 
第35期～第40期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 49  0.540  (a)信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (14)  (0.151)  ＊委託した資金の運用、基準価額の計算、目論見書作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (34)  (0.377)  ＊購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
 管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 1)  (0.012)  ＊運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価 

（b） そ の 他 費 用 0   0.005   (b)その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.005)  ＊監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 49   0.545    

作成期間の平均基準価額は、9,087円です。  

 
（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し

た結果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注） その他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）が支払った費用を含みません。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

○売買及び取引の状況 (2017年12月14日～2018年６月13日) 

 

 

銘 柄 
第35期～第40期 

買 付 売 付 
口 数 金 額 口 数 金 額 

   千口  千円  千口 千円  

外  国 
(邦貨建) 

ケイマン 
東 京 海 上 グ ロ ー バ ル ・ ト ラ ス ト － 
東京海上Roggeグローバル・インフラストラクチャー・ 
ハイ・イールド・ボンド・ファンド（円ヘッジクラス) 

0.5435  5,000  9 84,000  

 
（注） 金額は受渡代金です。 

 

  

投資信託証券 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○利害関係人との取引状況等 (2017年12月14日～2018年６月13日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2018年６月13日現在) 

 

銘 柄 
第34期末 第40期末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 千口 千口 千円 ％ 
東 京 海 上 グ ロ ー バ ル ・ ト ラ ス ト － 
東京海上Roggeグローバル・インフラストラクチャー・ 
ハイ・イールド・ボンド・ファンド(円ヘッジクラス) 

68 59 535,290 98.3 

合 計 68 59 535,290 98.3 
 

（注） 比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

 

 

銘 柄 
第34期末 第40期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

東京海上マネーマザーファンド 494 494 500 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2018年６月13日現在) 

項 目 
第40期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投資信託受益証券 535,290 97.7 

東京海上マネーマザーファンド 500 0.1 

コール・ローン等、その他 11,835 2.2 

投資信託財産総額 547,625 100.0 
 
 
 

親投資信託残高 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第35期末 第36期末 第37期末 第38期末 第39期末 第40期末 

2018年１月15日現在 2018年２月13日現在 2018年３月13日現在 2018年４月13日現在 2018年５月14日現在 2018年６月13日現在 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 資産 653,095,319   624,124,571   627,448,709   617,822,951   611,840,074   547,625,202   

 コール・ローン等 13,830,624   11,150,503   13,006,507   9,064,285   15,990,204   7,834,775   

 投資信託受益証券(評価額) 638,764,399   611,473,821   613,941,955   604,258,419   595,349,623   535,290,230   

 東京海上マネーマザーファンド(評価額) 500,296   500,247   500,247   500,247   500,247   500,197   

 未収入金 －   1,000,000   －   4,000,000   －   4,000,000   

(B) 負債 3,439,055   3,281,915   3,281,320   4,227,465   7,668,549   2,980,295   

 未払収益分配金 2,794,081   2,728,341   2,755,418   2,726,138   2,707,279   2,463,201   

 未払解約金 －   －   －   926,561   4,392,567   －   

 未払信託報酬 638,606   548,109   520,688   569,089   563,076   511,984   

 未払利息 16   18   38   16   26   22   

 その他未払費用 6,352   5,447   5,176   5,661   5,601   5,088   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 649,656,264   620,842,656   624,167,389   613,595,486   604,171,525   544,644,907   

 元本 698,520,291   682,085,481   688,854,590   681,534,737   676,819,985   615,800,456   

 次期繰越損益金 △ 48,864,027   △ 61,242,825   △ 64,687,201   △ 67,939,251   △ 72,648,460   △ 71,155,549   

(D) 受益権総口数 698,520,291口 682,085,481口 688,854,590口 681,534,737口 676,819,985口 615,800,456口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,300円 9,102円 9,061円 9,003円 8,927円 8,845円 
 

（注） 当ファンドの第35期首元本額は703,663,778円、第35～40期中追加設定元本額は10,127,205円、第35～40期中一部解約元本額は

97,990,527円です。 

（注） 上記表中の次期繰越損益金が△表示の場合は、当該金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額（元本の欠

損）となります。 

（注） 上記表中の１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第11号に規定する計算口数当たりの純資産の額とな

ります。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○損益の状況 

項 目 
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

2017年12月14日～ 
2018年１月15日 

2018年１月16日～ 
2018年２月13日 

2018年２月14日～ 
2018年３月13日 

2018年３月14日～ 
2018年４月13日 

2018年４月14日～ 
2018年５月14日 

2018年５月15日～ 
2018年６月13日 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 配当等収益 3,030,976   2,984,336   2,979,883   2,979,779   2,961,459   2,711,059   

 受取配当金 3,031,694   2,984,867   2,980,717   2,980,606   2,962,216   2,711,775   

 受取利息 －   －   －   12   －   11   

 支払利息 △       718   △       531   △       834   △       839   △       757   △       727   

(B) 有価証券売買損益 293,907   △13,215,985   △ 2,529,692   △ 3,618,309   △ 4,864,676   △ 4,787,528   

 売買益 296,028   77,896   2,174   64,973   43,569   255,240   

 売買損 △     2,121   △13,293,881   △ 2,531,866   △ 3,683,282   △ 4,908,245   △ 5,042,768   

(C) 信託報酬等 △   644,958   △   553,556   △   525,864   △   574,750   △   568,677   △   517,072   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 2,679,925   △10,785,205   △    75,673   △ 1,213,280   △ 2,471,894   △ 2,593,541   

(E) 前期繰越損益金 △20,206,457   △19,800,035   △33,258,693   △35,696,393   △38,673,853   △39,887,891   

(F) 追加信託差損益金 △28,543,414   △27,929,244   △28,597,417   △28,303,440   △28,795,434   △26,210,916   

 (配当等相当額) (   9,889,430)  (   9,663,846)  (   9,773,473)  (   9,669,740)  (   8,926,253)  (   8,121,629)  

 (売買損益相当額) (△38,432,844)  (△37,593,090)  (△38,370,890)  (△37,973,180)  (△37,721,687)  (△34,332,545)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △46,069,946   △58,514,484   △61,931,783   △65,213,113   △69,941,181   △68,692,348   

(H) 収益分配金 △ 2,794,081   △ 2,728,341   △ 2,755,418   △ 2,726,138   △ 2,707,279   △ 2,463,201   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △48,864,027   △61,242,825   △64,687,201   △67,939,251   △72,648,460   △71,155,549   

 追加信託差損益金 △28,543,414   △27,929,244   △28,597,417   △28,984,974   △28,795,434   △26,518,816   

 (配当等相当額) (   9,889,430)  (   9,663,846)  (   9,773,473)  (   8,988,206)  (   8,926,253)  (   7,813,729)  

 (売買損益相当額) (△38,432,844)  (△37,593,090)  (△38,370,890)  (△37,973,180)  (△37,721,687)  (△34,332,545)  

 分配準備積立金 1,061,413   736,843   434,370   790,216   470,157   466,468   

 繰越損益金 △21,382,026   △34,050,424   △36,524,154   △39,744,493   △44,323,183   △45,103,201   
 

（注） (B)有価証券売買損益は、各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） (C)信託報酬等は、消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金は、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分です。 

（注） 分配金の計算過程は以下の通りです。 

項 目 
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

2017年12月14日～ 
2018年１月15日 

2018年１月16日～ 
2018年２月13日 

2018年２月14日～ 
2018年３月13日 

2018年３月14日～ 
2018年４月13日 

2018年４月14日～ 
2018年５月14日 

2018年５月15日～ 
2018年６月13日 

a. 配当等収益(費用控除後) 2,443,181円 2,430,962円 2,454,159円 2,405,185円 2,392,909円 2,194,124円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 0円 0円 0円 0円 0円 0円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 9,889,430円 9,663,846円 9,773,473円 9,669,740円 8,926,253円 8,121,629円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 1,412,313円 1,034,222円 735,629円 429,635円 784,527円 427,645円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 13,744,924円 13,129,030円 12,963,261円 12,504,560円 12,103,689円 10,743,398円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 196円 192円 188円 183円 178円 174円 

g. 分配金 2,794,081円 2,728,341円 2,755,418円 2,726,138円 2,707,279円 2,463,201円 

h. 分配金(１万口当たり) 40円 40円 40円 40円 40円 40円 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○分配金のお知らせ  

 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

１万口当たり分配金（税込み） 40円 40円 40円 40円 40円 40円 
 

（注） 分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、分配金は全額普通分配金となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、

下回る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合は、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 
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東京海上Rogge
ロ ゲ ー

グローバルインフラ・ハイイールド債ファンド（為替ヘッジあり）（毎月決算型） 

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2018年６月13日現在) 

＜東京海上マネーマザーファンド＞ 
 下記は、東京海上マネーマザーファンド全体(10,668千口)の内容です。 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

第40期末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 
うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％  

地方債証券 
8,000 7,999 74.1 － － － 74.1  

( 8,000) (7,999) (74.1) (－) (－) (－) (74.1) 

特殊債券 
(除く金融債) 

2,000 2,000 18.5 － － － 18.5  

( 2,000) (2,000) (18.5) (－) (－) (－) (18.5) 

合 計 
10,000 9,999 92.7 － － － 92.7  

(10,000) (9,999) (92.7) (－) (－) (－) (92.7) 
 

（注） ( )内は非上場債で内書きです。 

（注） 組入比率は、このファンドが組み入れている親投資信託の純資産総額に対する評価額の割合です。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
第40期末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日 
地方債証券 ％ 千円 千円  
平成27年度第３回北海道公募公債（３年） 0.12 4,900 4,899 2018/６/26 
平成27年度第２回札幌市公募公債（３年） 0.11 2,000 1,999 2018/７/31 
平成25年度第２回福岡市公募公債（５年） 0.35 1,100 1,100 2018/７/25 

小 計  8,000 7,999  
特殊債券(除く金融債)     
第22回政府保証中日本高速道路債券 1.8 2,000 2,000 2018/６/15 

小 計  2,000 2,000  
合 計  10,000 9,999  

 
（注） 株式、新株予約権証券および株式の性質を有するオプション証券等の組み入れはありません。 
 

 

国内公社債 
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